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送付先
防衛省整備計画局施設計画課契約制度企
画室建設契約審査班
〒1628801 東京都新宿区市谷本村町

５１ 電話0332683111（内線36444）
 随時の競争参加資格の審査にあっては、令
和５年４月１日以降随時に、申請者（申請者
が経常建設共同企業体である場合において
は、代表者。以下同じ。）の本店所在地（日本
国内に本店がない場合においては、日本国内
の主たる営業所の所在地。以下同じ。）を管轄
する別記に掲げる受付機関において郵送又は
電子メールによる申請を受け付けるが、この
場合には入札に間に合わないことがある。

 申請書の提出方法 インターネットの使用
による建設工事の申請者は、上記２に掲
げるホームページアドレスへアクセスし、
により入手したパスワードを用いて作成し
た申請用データを送信するものとする。
インターネットの使用による測量・コンサ
ルタント等業務の申請者は、上記２に掲
げるホームページアドレスへアクセスし、
により入手したパスワードを用いて作成し
た申請用データを、送信するものとする。
郵送又は電子メールにより申請書を提出す
る場合においては、申請書に次に掲げる又
はの書類を添付して行うものとする。
なお、郵送により申請書を提出する場合に
おいては、「資格審査結果通知書」を送付する
ための商号又は名称及びその所在地を表記し
ている郵便切手を貼付した定形用封筒を郵送
により提出すること。この場合において、申
請書及び添付書類（以下「申請書等」という。）
の提出部数は１部とする。
 建設工事
ア 営業所一覧表
イ 建設共同企業体協定書の写し（申請者
が経常建設共同企業体である場合に限
る。なお、継続的協業関係を確保する観
点から、単体企業と当該企業を構成員と
する経常建設共同企業体との同時登録は
認めないこととする。）

４ 競争に参加することができない者
 建設工事 次のからまでに掲げる者
は、競争に参加することができないものとす
る。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第70条に
該当する者
 予決令第71条第１項各号のいずれかに該
当し、期間を定めて一般競争に参加させな
いこととされた者のうち、当該期間を経過
しない者
 経営状態が著しく不健全であると認めら
れる者
 一般競争（指名競争）参加資格審査申請
書（建設工事）若しくは添付書類又は資格
審査申請用データ中の重要な事項について
虚偽の記載をし又は重要な事実について記
載をしなかった者
 建設業法第３条の規定による許可及び同
法第27条の23第２項に規定する経営事項審
査（定期の競争参加資格の審査の申請に
あっては告示第一の一の２に規定する審査
基準日が令和３年６月16日以降のもの、随
時の競争参加資格の審査の申請に当たって
は告示第一の一の２に規定する審査基準日
が申請をする日の１年７月前の日より後の
ものに限る。）を受けていない者
 経常建設共同企業体で、その構成員に
からまでに該当する者を含む者

３ 申請の方法
 申請書の入手方法
 インターネットの使用による建設工事の
申請者は、上記２に掲げるホームペー
ジアドレスへのアクセスにより、令和４年
11月１日から令和４年12月28日までの間に
パスワードを請求し、入手したパスワード
を用いて令和４年11月１日から令和５年１
月13日までの間に得るものとする。
 インターネットの使用による測量・建設
コンサルタント等業務の申請者は、上記２
に掲げるホームページアドレスへのア
クセスにより、令和４年11月１日から令和
４年12月28日までの間にパスワードを請求
し、入手したパスワードを用いて令和４年
11月１日から令和５年１月13日までの間に
得るものとする。
ただし、パスワードの請求に当たっては、
上記２に掲げるホームページアドレス
へのアクセスにおいて、パスワード発行申
請時に表示される「添付書類等届出書」を
印刷したものにのウからカまでに掲げ
る書類を添付し下記の送付先に郵送するも
のとする（カに掲げる書類については、郵
送に代えて上記２に掲げるホームペー
ジアドレスから電子納税証明書を送信する
ことも可とする）。
送付先
インターネット一元受付ヘルプデスク
（測量・建設コンサルタント等業務）
〒9800811 宮城県仙台市青葉区一番町
４７17ＳＳ．仙台ビル２階 測量・建
設コンサルタント等業務インターネット一
元受付ヘルプデスクあて 電話022397
9558

 郵送又は電子メールによる申請者は、「一
般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建
設工事）」又は「一般競争（指名競争）参加
資格審査申請書（測量・建設コンサルタン
ト等）」（以下「申請書」という。）を、次の
ホームページアドレスへアクセスして取得
するものとする。
https://www.mod.go.jp/j/procurement/

shikaku/sankashikaku̲shinsei.html

ウ 納税証明書の写し（申請者が個人であ
る場合においては、国税通則法施行規則
（昭和37年大蔵省令第28号。以下「国税
規則」という。）別紙第９号書式（その３）
又は（その３の２）、法人である場合に
おいては、国税規則別紙第９号書式（そ
の３又は（その３の３））

エ 建設業法施行規則（昭和24年建設省令
第14号）第21条の４に規定する総合評定
値通知書の写し（平成20年国土交通省告
示第85号（以下「告示」という。）第一の
四の１に規定する雇用保険及びに規
定する健康保険及びに規定する厚生年
金保険にいずれも「加入」又は「適用除
外」とされている者に限る。
ただし、当該通知書において雇用保険、
健康保険又は厚生年金保険の加入状況が
「未加入」であった後に当該保険の加入
状況が「加入」又は「適用除外」となっ
たものは、総合評定値通知書の写しのほ
か、それぞれ当該事実を証明する書類）
オ 共同企業体等調書（申請者が経常建設
共同企業体又は官公需についての中小企
業者の受注の確保に関する法律（昭和41
年法律第97号）第２条第１項第４号に規
定する組合である場合に限る。）
カ 企業集団及び企業集団についての数値
等認定書の写し（該当する場合に限る。）
キ 企業集団及び企業集団に属する建設業
者についての数値等認定書の写し（該当
する場合に限る。）
ク 合併、譲受又は分割の事実を証明する
書類（該当する場合に限る。）
ケ 業態調書（防衛省・自衛隊の離職者の
採用実績がある企業については、競争参
加資格の審査の申請に先立ち、コンプラ
イアンスの確立についての事前審査が必
要な場合がある。）

 測量・建設コンサルタント等業務
ア 営業所一覧表
イ 技術者経歴書
ウ 登記事項証明書又はその写し（申請者
が法人である場合に限る。）
エ 営業に関し、法律上必要とする登録証
明書又はその写し
オ 申請者が法人である場合においては、
５に規定する審査基準日の直前１年の
各事業（営業）年度の貸借対照表、損益
計算書並びに株主資本等変動計算書及び
個別注記表、個人である場合においては、

５に規定する審査基準日の直前１年の
各事業（営業）年度の貸借対照表及び損
益計算書
カ 納税証明書の写し（申請者が個人であ
る場合においては、国税規則別紙第９号
書式（その３）又は（その３の２）、法
人である場合においては、国税規則別紙
第９号書式（その３）又は（その３の３））

 申請書等の作成に用いる言語等
 申請書等は、日本語で作成するものとす
る。
 申請書等中の金額については、外国貨幣
額にあっては、出納官吏事務規程（昭和22
年大蔵省令第95号）第16条の外国貨幣換算
率により換算した邦貨額を記載するものと
する。
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